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入札公告

次のとおり一般競争入札に付します。

平成２４年０８月０６日

日本環境安全事業株式会社

契約職取締役 星野良祐

１ 調達内容

(1) 購入等件名及び数量

(平成２４年度下期）北海道事業所ＩＰＡ調達

概数量約150t(変動あり)の (イソプロピルアルコール)ＩＰＡ

(2) 調達件名の特質等 発注説明書による

(3) 契約期間 平成２４年１０月１日から平成２５年３月３１日

(4) 納入場所 北海道室蘭市仲町14番地7 日本環境安全事業株式会社北海道事業所

(5) 入札方法 入札金額については、１キログラム当たり(輸送費込・税抜)の単価

を記載すること。

(6) その他 本業務は競争参加資格を確認の上入札の参加者を選定し発注するもの

である。

２ 競争参加資格

競争参加資格確認申請書の提出期限 平成２４年８月２２日 において次の条件（ ）

を全て満たしている者であること。

(1) 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

(2) 経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。

(3) 営業に関し法律上必要とする資格を有しない者でないこと。

(4) 競争参加資格確認申請書及びそれらの付属書類又は競争参加資格確認申請用デ

ータ中の重要な事項について虚偽の記載をし又は重要な事実について記載をしな

かった者でないこと。

(5) 会社更生法に基づき更生手続の開始の申立がなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続の申立がなされている者でないこと。

(6)日本環境安全事業株式会社に業者登録がある者又は平成２２・２３・２４年度

に有効な全省庁統一資格(物品の販売)がある者。

(7) 競争参加資格確認申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、日本環境安

全事業株式会社から、指名停止措置要領に基づく指名停止を受けている期間中で

ないこと。

(8)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団又は

暴力団員と関係がないこと。

(9) 上記の１(1)の を供給することが可能であることを証明できること。ＩＰＡ

３ 発注手続等

(1) 担当部課

〒105-0014 東京都港区芝1-7-17 住友不動産芝ビル3号館4階

日本環境安全事業株式会社 管理部 契約・購買課 電話03-5765-1916
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(2) 発注説明書の交付期間及び場所

交付期間 平成 年８月６日(月)から平成 年８月 日(水)まで。土曜日及び２４ ２４ １５

日曜日を除く毎日 午前 時から 時及び午後 時から 時まで 以、 。（１０ １２ １ ４

下(3)において同じ ）。

交付場所 上記(1)及び次の場所。

北海道室蘭市仲町14番地7

日本環境安全事業株式会社 北海道事業所 総務課 電話0143-22-3111

(3) 競争参加資格確認申請書の提出期間、場所及び方法

提出期間 平成 年８月７日(火)から平成 ８ (水)午後４時まで。２４ ２４年 月２２日

提出場所 上記(1)に同じ。

。（ ） ）提出方法 持参又は郵送すること 郵送の場合は平成 (水 必着２４年８月２２日

(4) 競争参加資格確認結果の通知予定日 平成 年８月 日(金)２４ ２４

(5) 入札の日時、場所及び方法

日時 平成 年９月 日(金) 午前 時２４ １４ １０

場所 北海道室蘭市御崎町1-9-8 日本環境安全事業株式会社 北海道事業所 PCB

処理情報センター 電話0143-23-7015

提出方法 持参すること。

４ その他

(1) 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。

(2) 入札保証金 免除

(3) 契約保証金 免除

(4) 入札の実施 競争参加資格者により入札を行う。

(5) 契約者の決定方法 日本環境安全事業株式会社契約細則第９条の規程に基づい

て作成された予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札を行った者のう

ち最低の価格をもって入札した者を契約者とする。ただし、契約者となるべき者

の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取

引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるとき

は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を契約者とすることがある。

(6) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、競争参加資

格確認申請書等に虚偽の記載をした者が行った入札及び入札に関する条件に違反

した入札は無効とする。

(7) 競争参加資格確認申請書作成説明会 無

(8) 手続における交渉の有無 無

(9) 契約書作成の要否 要

(10) 関連情報を入手するための照会窓口 上記３(1)に同じ。

(11) 詳細は発注説明書による。


